





　現在、日本の学校教育は学習指導要領の切り替わるタイミングを迎えている。2016 年 12月 21
日の中央教育審議会 i答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領
等の改善及び必要な方策等について」を受けて幼稚園、小学校、中学校は 2017 年 3月、特別支援
学校は 2017 年 4月、高等学校は 2018 年 3月に新しい学習指導要領がそれぞれ告示された。幼稚
























































支援政策の中心を成したのが 2003 年 6月に発表された「若者自立・挑戦プラン」であり、これら














　この 1998／1999 年改訂学習指導要領はいわゆる「ゆとりカリキュラム」といわれ、2000 年代は
じめの「学力低下論争」iv を引き起こす 1つの要因となったものである。「学力低下」の批判を受け
た文部科学省は 2002 年 1月 17日、「確かな学力向上のための 2002 アピール　学びのすすめ」を
発表する。その中で学習指導要領の「最低基準」としての位置づけが明確化され、これを受ける形
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Ⅲ　「進路指導改革としてのキャリア教育」の実践例
　繰り返しになるが、「キャリア教育」という言葉が初めて明記された政策文書である中教審「接







　「接続答申」が出される約 1年前の 1998 年 12月 3日、その前月の諮問を受けて中教審に「初等
中等教育と高等教育との接続の改善に関する小委員会」が設置された。この小委員会はその後、
「接続答申」が出されるまでの約 1年間にわたり 22回の委員会が開催されていくが、そのうち







































＜表 1＞　主要全国紙 3紙における 2003 年までの「キャリア教育」関連記事数
新聞社 1999 年以前 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年
読売 2 0 1 4 18
朝日 0 1 1 2 12
毎日 3 1 2 4 4
　このように、2002 年まではほとんど見られなかった「キャリア教育」に関する記事が、特に読













　阿児町立東海中学校の 2年生 68 人が 28 日、町内の水族館・志摩マリンランドや書店、美
容院などで、それぞれの仕事の一端を体験学習した。「将来の進路を考えるのに役立てば」
と 3年前から行っており、生徒たちは町内の 40 事業所に分かれて、様々な仕事を体験した。
（読売新聞　2003 年 1 月 29 日朝刊　三重版　27 面）
　高知市立初月小と小高坂小の 5年生 84 人が、地元の万々商店街で鮮魚店や花屋などで
“一日店員”を体験。商店街には元気な声が響きわたった。
　高知商工会議所などが一昨年 12 月に行った調査では同商店街の空き店舗率は 16.9% で市
内の 20 の商店街の平均（12.6%）を大きく上回る厳しい状況。同商店街振興組合（佐野昇理
事長）は子供たちに商店街を身近に感じてもらい、活性化につなげようと 2001 年から職業
体験を実施している。 （読売新聞 2003 年 2 月 25 日朝刊　高知版　24 面）
　王寺町の県立王寺工高の 3年生 29 人が 16 日、同町の私立片岡の里保育園で保育実習を体
験した。家庭科の授業の一環で、男女共同参画社会に向け、保育士の職業体験をさせよう
と 2年前にスタート。昨年は園児らを同高校の文化祭に招待するなど、交流が続いている。　　
この日の実習には電気科、科学技術科、機械科の男子 28 人と女子 1人が参加。最初は泣き
出す園児もいたが、高校生らとドッジボールをしたり、新聞紙を使って遊んだりするうち
に、少しずつ慣れ、高校生に肩車をしてもらって大はしゃぎする子も。













など約 100 軒に、およそ 300 通の手紙を配った。


















































































%9C%81'（最終アクセス日：2019 年 1月 17日）
 iii 以下の箇所ではこの答申を「接続答申」と略記する。接続答申は下記URLから全文閲覧可能
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•村上純一（2018）「道徳教育とキャリア教育との融合の可能性に関する一考察―富山県『14歳の
挑戦』・兵庫県『トライやる・ウィーク』の事例分析を中心に」文教大学人間科学部『人間科学
研究』第 39号、pp. 51-59
